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１．特定整備地域農用地利用集積促進土地改良整備計画
※完了に伴う修正箇所について、申請時点との上下２段書きで記載すること

(1)農地整備・集約推進交付概要

※ハード事業のうち定率助成の事業費
※交付額は、千円単位切り捨てとする。

計

令和○○年度

令和○○年度

令和○○年度

目標年度における担い手の農地集約化率
（％）

推進費交付率
（％）

交付年度
対象となる農地耕作条件改善事業

の事業費（千円）
交付額

（千円）



(2)農地耕作条件改善事業整備概要 ※完了に伴う修正箇所について、申請時点との上下２段書きで記載すること

① 概要一覧

※地域内農地集積型においては、要綱別表の区分２の定率助成の事業種類の欄の（１）から（８）まで及び（12）のハード事業の事業費

高収益作物転換型においては、要綱別表の区分２の定率助成の事業種類の欄の（１）から（８）まで及び（10）及び（12）のハード事業の事業費

（ ）

着工年度 完了年度 目標年度
総事業費（千円）

（うち協力金対象事業費※）

受益者数
（者）

市町村 農家

定率助成における負担割合（％）

国 都道府県

都道府県名 市町村名 地区名 型名
受益面積
（ha）



（注）既整備地域とこれに隣接する農地耕作条件改善事業の事業対象地域の整備計画の概要が分かるようにすること。

※完了に伴う修正箇所について、分かるように記載すること

区
分

既整備地域 緑 で囲む

隣接する事業対象地域 赤 で囲む

○ ○　県 ○ ○　地　区

② 整備区域図

（位置図）

凡例

隣接する
事業対象地域

既整備地域

主要工種等
・事業名　：　「○○事業」
・地区名　：　「○○地区」
・工期　：　○○年度～○○年度
・工種　：　 区画整理　　○ha

暗渠排水　　○ha　・・・

・工種　：　 区画整理　　○ha
暗渠排水　　○ha
・・・



(3)農地集積・集約化概要 ※完了に伴う修正箇所について、申請時点との上下２段書きで記載すること

① 概要一覧

② 担い手別一覧
担い手

①認定農業者
②認定新規就農者
③市町村構想水準達成者

区分
事業対象地域外の

経営面積
（ha）

1

項目

現況

完了時

既整備地域 隣接する事業対象地域

目標

年度：令和○○年度

年度：令和○○年度

担い手の
農地集積率
（％）

⑥＝⑤／①

担い手の
集約化面積

（ha）
⑦

担い手の
農地集約化率

（ha）
⑧=⑦/④

備　考
農用地面積
（ha）
①

担い手の
経営面積
（ha）
②

担い手の
農地集積率
（％）

③＝②／①

農用地面積
（ha）
④

担い手の
経営面積
（ha）
⑤

年度：令和○○年度

設定年月日

存続期間又は
残存期間
（申請日時

点）

権利の種類
（貸借権／使
用貸借による

権利）

農地中間管理権

貸借権の場合の
支払い方法

（物納／金納）

事業対象地域

地番
農地面積
（ha）

番号

小計

2

小計

3

小計

合計



③ 農用地集約図 ※完了に伴う修正箇所について、分かるように記載すること

※②事業対象地域における担い手別農用地集約化一覧に基づき記載すること

（現況）

（目標）

集約化算定地域

凡 例

区分

既整備地域 緑 で囲む

隣接する
事業対象地域

赤 で囲む

区分
赤 で囲む

4

青 で囲む

集積・
集約
状況

集約化算定地域

彩色区分 担い手番号（※）

1

2

3

青 で囲む

凡 例

集積・
集約
状況

彩色区分 担い手番号（※）

1

2

3

4

緑 で囲む

隣接する
事業対象地域

既整備地域



テーマ 取組⽅針

①⾼収益作物の導⼊による収益性の向上

②６次産業化など地域振興につながる⽣産拡⼤

③スマート農業による⽣産性の向上

２．次世代農業発展計画

 農村を次世代につなぎ、農業の発展を⽀えるため、既整備地域及びこれに隣接する事業対象農地を対象に、
次のテーマのうち、少なくとも１つを選択し、基盤整備を契機とした取組⽅針を記載。

 ⽣産コストの削減や⾼収益作物の導⼊の取組⽅針

 加⼯・直販等の発展に必要な作物⽣産の拡⼤⽅針

 UAV、ロボット、ICT、地下かんがい等先進技術の活⽤⽅針


